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Executive Summary 

 

１. はじめに：SciREX 事業における公募型研究開発プログラムの 15年 

本活動報告書は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）社会技術研究開発センタ
ー（RISTEX）が推進した「科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラ
ム」における第 3 期（2021-2025 年度）の活動、および第 1 期から第 3 期（2011-2025 年
度）の計 15 年間にわたるプログラム運営を通じて得られた成果と知見を包括的に総括する
ものである。 

 

１.１. プログラムの設立背景と位置づけ：エビデンスに基づく政策形成への挑戦 

本プログラムは、2011（平成 23）年度に発足した文部科学省「科学技術イノベーション
政策における『政策のための科学』推進事業」（SciREX 事業：Science for RE-designing 
Science, Technology and Innovation Policy）の一環として設立された。SciREX 事業は、科
学技術イノベーション政策において、従来の「経験と勘」に依存しがちな政策形成プロセ
スからの脱却を図り、客観的根拠（エビデンス）に基づく合理的なプロセスによる政策形
成（Evidence-Based Policy Making: EBPM）を実現することを目的としている。そのため
に、政策形成プロセスの進化と、それを支える関連する学際的学問分野の開拓、および高
度専門人材の育成を目指した取り組みを長期的視点に立って推進してきた。 

SciREX 事業の枠組みにおいて、本プログラムは、基盤的研究・人材育成拠点（中核的拠
点大学）、データ・情報基盤（NISTEP）と並ぶ、「公募型研究開発プログラム」として独
自の位置づけにある。その役割は、広くアカデミアや実務家から提案を募り、現実の政策
形成に活用しうる新たな解析手法やモデル分析、データ体系化ツール、指標等の研究開発
を推進することにある。また、特定の大学や研究機関に閉じることなく、既存の学問分野
の枠を超えた新たな研究人材を発掘し、科学と政策をつなぐ人材ネットワークの裾野を拡
大することに貢献してきた。 

 

１.２. ３期 15年の変遷と「集大成」としての第３期 

本プログラムは、3 期 15 年という長期間にわたり運営され、そのフェーズごとに役割を
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進化させてきた。 

（１） 第 1 期（2011‒2016 年度）：立ち上げ期 

プログラムの黎明期にあたり、政策実装を強く志向する「特別枠」の設置など、野心的
な試みが行われた。多くのプロジェクトが試行錯誤を繰り返す中で、科学的知見と政策実
務の間に横たわる「死の谷」（Valley of Death）の深さを認識し、プログラム運営の基礎を
築いた時期にあたる。 

（２） 第 2 期（2016‒2021 年度）：成熟期 

SciREX 事業全体の「重点課題」に基づき、より具体的な政策課題（少子高齢化、地方
創生、オープンイノベーション等）の解決に資する研究開発へとシフトした。個別の課題
解決を通じて、エビデンスの有用性を実証することに注力した時期といえる。 

（３） 第 3 期（2021-2025 年度）：完成期 

これまでの経験と反省を踏まえ、行政ニーズに直接応答する「共進化枠」を導入すると
ともに、全期間を通じて得られた知見を「政策実装のための科学」として体系化すること
に注力した。「問題解決のための科学」の実践から得られた教訓を、普遍的な「方法論」
へと昇華させることを目指した到達点（集大成）の期間である。 

本サマリーでは、第 3 期における独自の実践と、15 年間の蓄積として導出された体系的
知見、そして今後の「政策のための科学」への提言を中心に詳述する。 

 

２. 第３期における活動の工夫と実践 

第 3 期のプログラム運営においては、SciREX 事業全体の動向、特に「共進化実現プログ
ラム」の進展や、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行といった激動の社会情
勢を踏まえつつ、これまでの課題であったシーズ・オリエンテッド・アプローチの限界の
克服と、プログラムとしての知見の体系化に向けた活動を強力に推進した。 

 

(１) 「共進化枠」の導入と実践：行政ニーズへの直接的応答 

第 3 期の公募（令和 3 年度・4 年度）においては、従来の研究者の自由な発想に基づく
「通常枠」に加え、新たに「共進化枠」を設定した。これは、文部科学省の担当課室から



3 

 

提示された具体的な政策課題（ニーズ）に基づき、研究者と行政官が連携して課題解決を
目指す枠組みである。従来のシーズ・オリエンテッドなアプローチでは、研究成果と政策
ニーズのミスマッチ（死の谷）が生じやすかった反省に立ち、課題設定段階からのマッチ
ングを制度化したものである。 

主な取り組みとしては、文部科学省が提示した政策ニーズに基づき、研究公正、産学連
携、スポーツ政策などの分野でプロジェクトを採択した。 

① 研究公正（田中 PJ・中村 PJ） 

文部科学省人材政策課等のニーズに基づき、研究活動における誠実さや研究公正の規範
について研究。日本学術会議の審議等にも貢献し、行政ニーズに基づいたタイムリーな知
見提供を実現した。 

② 産学連携（坂井 PJ） 

産業連携地域支援課等のニーズに基づき、地方大学における産学連携・地域連携の成功
要因を分析。大学発シーズの上市に関わる診断プロトコルを開発した。 

③ スポーツ政策（近藤 PJ） 

スポーツ庁政策課のニーズに基づき、スポーツ参加の促進要因と支援政策の評価研究を
実施。エビデンスに基づくスポーツ政策（EBPM）の推進基盤の構築に寄与した。 

 

一方で、「共進化」の実践は想定以上の困難を伴うものであった。特に行政側の頻繁な
人事異動（1～2 年周期）により、カウンターパートとなる担当者が交代し、プロジェクト
へのコミットメントや文脈の共有が断絶するケースが散見された。また、研究の時間軸
（中長期）と行政の時間軸（短期・予算要求ベース）の構造的なズレも顕著であった。こ
れらの経験は、単なるマッチングを超えた、組織的な「共進化」を支える仕組みや、両者
の間をつなぐ中間人材の必要性を強く示唆している。 

 

(２) プログラムとしての体系的知見の創出に向けた活動 

第 2 期中間評価において「問題解決のための科学」への傾斜が指摘され、あらためて
「政策のための科学」としての知見の強化が求められたことを受け、第 3 期ではプログラ
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ム自体が主体となって知見を創出・体系化する活動を強化した。 

① タスクフォースによる分析 

外部有識者や元研究代表者を含むタスクフォースを組織し、過去の全採択プロジェクト
（48 件）を対象とした詳細な分析を実施した。政策過程における研究利用の国際的な理論
枠組みを参照しつつ、事後評価報告書等を定性的に分析し、政策実装の成功要因と阻害要
因を抽出した。 

② 「政策のための科学研究会」による実践知の可視化 

政策実装に成功したプロジェクトの研究代表者をゲストに招き、論文や報告書には表れ
にくい「政策コミュニケーション」の泥臭い実践知、失敗談、工夫などのノウハウを共
有・蓄積する場として、研究会を計 10 回開催した（横山広美プロジェクト、加納信吾プロ
ジェクト、牧兼充プロジェクト、貝戸清之プロジェクト、伊藤由希子プロジェクト、阿部
彩プロジェクト、仲田泰祐プロジェクト、西浦博プロジェクトら）。ここで語られたナラテ
ィブは、後述する類型化やマネジメント戦略の基礎データとなった。 

③ ネットワーク分析による構造的特性の解明 

本プログラム（RISTEX）と SciREX 事業の「共進化実現プログラム」の研究者ネットワ
ークを比較分析した結果、両者の機能的な差異が明らかとなった。RISTEX は医療、防
災、インフラ、農業といった具体的な社会課題を起点とした研究開発からネットワークが
構成されている一方、「共進化実現プログラム」よりメタな科学技術政策の基盤的システム
に関わる領域に集中しており、両者が相互補完的に機能していることを示した。 

④ 書籍『研究開発と政策実装』の刊行 

蓄積された知見を広く社会において共有するため、成功事例のケーススタディ分析と、
そこから導出された理論的枠組みを統合した書籍『研究開発と政策実装 ―科学技術イノ
ベーション政策のための科学の実践―』の刊行（令和 8 年 3 月予定）する。これは、今後
政策実装を志向する研究者や実務家にとっての「最良の手引き」となることを目指すもの
である。 

 

(３) アウトリーチと広報の深化 

第 2 期に創刊したウェブメディア『POLICY DOOR』をさらに継続・発展させ、プロジ
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ェクト成果を政策担当者や広く社会に届けるための「翻訳」機能を強化した。具体的な取
り組みとしては、以下の３点が挙げられる。 

① コンテンツの多様化 

単なる成果紹介にとどまらず、プロジェクト間の対談、SciREX セミナーのレポート、
専門家による座談会など、多角的なコンテンツを発信した。 

② 社会的インパクト 

特に、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対応において数理モデル分析を主導
した西浦博プロジェクトに関する記事は、一時期 8 万 PV を超えるアクセスを記録する
など、科学と社会の接点として大きな役割を果たした。 

③ 冊子化と保存 

これまで作成した全 36 記事を集約した冊子を作成・刊行し、関係機関への配布を行っ
たほか、リポジトリへの登録を行うなど、本プログラムの活動記録としての保存性を高め
るとともに、成果のさらなる展開と浸透を図った。 

 

３. 第１期から第３期を通じて得られたプログラムとしての体系的知見 

本プログラムが 15 年間で直面し続けた最大の課題は、優れた科学的知見が創出されて
も、それが必ずしも政策形成に活用されないという「死の谷」の存在であった。研究者
（科学の論理）と政策担当者（政治・行政の論理）の間には、言語、時間軸、インセンテ
ィブ、価値基準における深い溝が存在する。全プロジェクトの分析を通じて、このギャッ
プの正体と、それを克服するためのメカニズムを以下のように体系化した。 

 

(１) 政策実装の阻害要因の構造分析 

研究成果が政策実装に至らない背景には、偶発的な要因ではなく、以下の 4 つの構造的
な阻害要因が存在することが明らかとなった。 

① 政策文脈との不適合 
 研究のタイムラインと政策決定のタイミング（「政策の窓」）の非同期性や、行政の人
事異動による継続性の断絶。 
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② ステークホルダー連携の脆弱性 
 研究者（科学の論理）と政策担当者（政治・行政の論理）の間での「制度的論理」の
衝突による、実質的な対話の欠如。 

③ 実装戦略と制度的基盤の欠如 
 プロジェクト終了後の資金・体制の不在（サステナビリティの欠如）や、行政側のデ
ータ受入基盤・吸収能力（Absorptive Capacity）の不足。 

④ 政策オプションへの転換失敗 
 学術的な分析結果を、実行可能な政策手段や選択肢へと「翻訳」する機能（ナレッ
ジ・ブローカレッジ）の欠如。研究者は現状分析や問題指摘には長けているが、具体的
で実行可能な解決策（ソリューション）や制度設計案まで落とし込むことには慣れてい
ない場合が多い。 

これらの要因は単独で存在するのではなく、相互に連鎖して失敗を増幅させるメカニズ
ムを持っている。 

 

(２) 政策実装に向けたアプローチの 4 類型 

政策実装に成功したプロジェクト（成功事例）の詳細分析から、研究者が政策に関与
し、影響を与えるためのアプローチは、以下の 4 つの類型に整理されることが導出され
た。これらは政策課題の定義状況（既知か未知か）と関与の制度化レベル（公式か非公式
か）の 2 軸で分類される。 

① 移行型 (Transition Approach) 

行政との関係性が希薄な状態からスタートし、まずはインフォーマルな勉強会や個人的
な信頼関係の構築から始め、徐々に信頼を積み重ねて委託事業や審議会委員といった公式
な（フォーマルな）政策プロセスへと「移行」するアプローチである。 

（代表的事例） 

・ 貝戸 PJ（インフラ維持管理）： 

自治体の土木担当者との地道な勉強会から始め、現場のデータを用いた解析で実
用性を証明し、最終的に大阪市等の公式な維持管理計画の策定に参画した。 
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・ 加納(信)PJ（先端医療規制）：  

経産省・厚労省の担当者と長年にわたる非公式な研究会（緩衝地帯）を運営し、
そこで醸成された共通理解を基に、ガイドラインの策定ルールの制度化という公
式プロセスへと昇華させた。 

② 課題設定型 (Agenda-Setting Approach) 

社会的に未だ認知されていない、あるいは優先順位が低い潜在的な課題に対し、科学的
エビデンスと強力な発信活動を用いてアジェンダ設定（争点化）を行い、社会や行政の認
識フレームワークそのものを変革するアプローチである。 

（代表的事例） 

・ 阿部 PJ（子どもの貧困）： 

 「日本に貧困はない」とされた時代に、データに基づく相対的貧困率を算出し、
一般書『子どもの貧困』等を通じて社会的に可視化。子どもの貧困対策法成立の
土台を作った。その後貧困実態の解明に向けた大規模データベースを構築。 

・ 香坂 PJ（農林地管理）：  

地域のステークホルダーを巻き込んだワークショップを通じ、科学的知見と住民
の経験知を融合させることで、土地利用に関する新たな合意形成モデルを実践的
に提示した。 

③ 伴走型 (Supporting Approach) 

既に確立された専門性や信頼関係、あるいは緊急時の要請に基づき、行政の意思決定プ
ロセスに深く入り込み、リアルタイムで分析・助言を提供し、政策形成に「伴走」するア
プローチである。 

（代表的事例） 

・ 西浦 PJ（COVID-19 対応における同調）： 

パンデミックという有事において、厚労省クラスター対策班やアドバイザリーボ
ード等に参画。感染予測や分析を連日提供し、緊急事態宣言等の意思決定を直接
的に支援した。 

・ 仲田 PJ（経済・感染症統合分析）：  
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コロナ禍において、感染拡大防止と経済活動の両立を目指すシミュレーションモ
デルを構築し、内閣官房や専門家会議に科学的エビデンスを提供し続けた。 

・ 伊藤 PJ（医療提供体制再編）：  

自治体からの要請に基づき、病院再編という政治的に困難な課題に対し、データ
分析に基づく客観的な選択肢を提示し、合意形成プロセスに伴走した。 

④ 概念利用型 (Conceptual-Use Approach) 

特定の政策担当者への直接的な働きかけよりも、新しい概念やフレームワークを社会、
メディア、ビジネス界に普及させることで、間接的に政策や社会規範に影響を与える（啓
蒙的利用）アプローチである。 

（代表的事例） 

・ 牧 PJ（スター・サイエンティスト）：  

「スター・サイエンティスト」という概念を一般書やビジネスメディアを通じて普
及させ、経産省をはじめとするイノベーション政策における人材支援のあり方に関
する議論の枠組みを再定義した。 

・ 横山 PJ（数物系女子の進路選択）：  

数学や物理は「男性」のものという社会風土（ステレオタイプ）をデータで可視化
し、アンコンシャス・バイアスの実態をプレスリリースや書籍で社会に問うこと
で、内閣府や文科省における政策議論に影響を与えた。 

こうした政策実装に成功した研究者らは、一つの類型に留まるのではなく、フェーズや
状況に応じてこれらのアプローチを戦略的に選択・移行していることが明らかとなった。 

 

(３) 共通するマネジメント戦略（成功への要件） 

阻害要因を克服し、政策実装に至ったプロジェクトには、共通する 6 つの実践的なマネ
ジメント戦略（Policy Entrepreneurship）が見出された。 

① 厳格な科学的作法の実践 

政策への発言力を高める前提として、査読付き論文等による高い学術的信頼性
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（Scientific Credibility）の担保が重要となる。西浦 PJ や横山 PJ では、論文公表前の
データ公開に慎重を期すなど、科学者としての信頼性を堅持した。 

② プロセスの透明性と中立性の確保 

特定の政策結論を誘導する「活動家」としてではなく、複数のシナリオや選択肢、
それぞれのメリット・デメリットを客観的に提示する「誠実な斡旋者（Honest 
Broker）」としての振る舞いを貫く。仲田 PJ では、常に複数のシミュレーション結果
を提示し、価値判断を政治家に委ねる姿勢を堅持した。 

③ 成果の戦略的翻訳とナラティブ化 

専門的で難解なデータを、政策担当者や市民が直感的に理解できるストーリーや
「地図」「可視化」へと変換し、直観的理解を促す。香坂 PJ や貝戸 PJ では、複雑なデ
ータをマッピングなどの手法により可視化することで、住民や行政官の当事者意識と
理解を促した。 

④ 緩衝地帯（Boundary Organization）の創出 

公式な会議とは別に、本音で議論できる非公式な勉強会やワークショップを研究者
主導で設け、行政官との信頼関係を醸成する。加納 PJ ではこの「緩衝地帯」が段階的
な関係性の発展と最終的な知見の利用につながった。これは、多くのプロジェクトで
成功の起点となっている。 

⑤ 制度的「受け皿」の活用と創出 

研究成果を個人の提言で終わらせず、行政内の調査事業、検討会、ガイドライン策
定プロセスなどを活用し、組織的な意思決定ルートに乗せる（制度化する）。 

⑥ 長期的関与による専門家としての地位確立 

行政の人事異動を超えて特定の課題に関与し続け、行政組織の外部における記憶装
置や助言者としての信頼を確立する。伊藤 PJ では、地域の医療事情に誰よりも詳しい
存在となることで、担当者が変わっても頼られる関係性を築いた。 

 

４. おわりに：今後の展望と提言 

(１) 「未完のミッション」としての政策のための科学 
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15 年間の活動により、EBPM の理念は日本社会においても浸透しつつある。しかし、
現実の政策過程における「客観的根拠に基づく合理的なプロセス」の確立は未だ道半ばで
ある。第 2 期以降の研究（梶川 PJ による分析等）でも明らかになったように、政策現場
では科学的な「Policy Evidence」よりも、決定を正当化するための「Policy Reason」が求
められる傾向が依然として強い。また、コロナ禍では科学的助言と政治的判断の境界が曖
昧になり、専門家が過度な責任を負わされる事態も生じた。 

本プログラムが提示した阻害要因の構造やアプローチの類型、マネジメント戦略は、こ
うした課題を乗り越え、今後も「政策のための科学」に関する知見と実践を深化させるた
めの基盤となる知見を提供するものである。 

 

(２)人材育成と環境整備への具体的提言 

本プログラムからは、科学と政策の境界領域（Science-Policy Interface）で活躍する「学
術的政策起業家（Academic Policy Entrepreneur）」とも呼ぶべき人材が輩出された。しか
し、彼らの活動の多くは、既存のアカデミア評価体系では評価されない個人的な献身や
「シャドーワーク」に支えられているのが実情である。この脆弱性を克服し、次世代の担
い手を組織的に育成するためには、以下のような環境整備が不可欠である。 

① シャドーワークの可視化と評価（ポリシー・インパクト・アワードの創設） 

研究者による政策貢献（データ提供、委員会参加、助言、ステークホルダー調整等）
を、論文業績と同等に重要な「業績」として正当に評価する仕組みが必要である。大学の
人事評価への組み込みや、優れた政策インパクトをもたらした研究を表彰するアワード制
度の導入を提言する。 

②  研究者に対する「政策コミュニケーション」のトレーニング 

研究者が政策過程において効果的に役割を果たすためには、アカデミアとは異なる政策
の論理や言語、意思決定のプロセスを理解することが不可欠である。そのため、若手研究
者や政策関与を志向する研究者を対象に、公共政策の基本や政策ブリーフの作成、メディ
ア対応、政策担当者との対話スキル、リスクコミュニケーションなどを体系的に学ぶトレ
ーニングプログラムを導入する必要がある。 

③ 中間人材（政策共創ファシリテーター）の育成と配置 
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研究者個人に過度な負担を強いるモデルから脱却するためには、研究者に対する政策コ
ミュニケーションのトレーニングの機会を提供することのみならず、研究者と行政官の間
をつなぎ、知識の翻訳、マッチング、プロジェクト管理を専門的に担う「政策共創ファシ
リテーター（ナレッジ・ブローカー）」(仮)を育成し、制度的に位置づける必要がある。千
先 PJ（中間人材研究）が明らかにしたように、こうした中間人材には科学と政策の両方の
言語を理解し、異なる組織論理を調整する極めて高度なスキルとナレッジが求められる。 

④ 「政策のための科学」のインフラ 

一過性のプロジェクトベースの支援にとどまらず、行政と研究をつなぐ恒常的なプラッ
トフォーへの投資が必要である。英国における P2R の事例に見られるような、行政官が研
究機関に滞在するフェローシップや、データ共有のための共通基盤整備など、人とデータ
が循環するエコシステムを構築すべきである。 

 

(３) RISTEX への提言 

本プログラムは、研究開発と政策実装を架橋する 15 年間の挑戦を通じ、科学と政策をつ
なぐための知見・実践・人材基盤を形成した。この RISTEX 史上最も長期間のプログラム
運営を通じて蓄積された知見（政策実装の戦略や類型論、共創のノウハウ等）は、SciREX
事業の枠組みを超え、社会課題解決を志向するあらゆる研究開発領域・プログラムにとっ
ての共通基盤となり得るいわば「無形資産」である。今後は、この資産を RISTEX 内部の
コア・コンピタンスとして継承するとともに、プログラム運営機能の強化（インハウスで
の調査分析機能の強化やコーディネーション機能の拡充等）や、他の研究開発事業への知
見の展開を図ることで、日本の社会技術研究開発全体の高度化を牽引していくことが期待
される。 

以上 

 


